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全国商工団体連合会発行 第３５５５号 

 

１０月から実施すべきは 

インボイス制度ではなく、消費税５％への減税です  

 岸田政権が進める大軍拡と子ども・子育て予算の倍増に必要な財源として、消費

税増税を求める声が政権周辺から高まっています。一方、インボイス制度が「税率

変更を伴わない消費税増税策」であることについて、免税事業者と取引する課税事

業者の負担増を加味して計算すると、インボイス実施による真の増税額は１兆円を

超えます。「物価が上がって暮らしていけない」「経費削減も限界、利益が出ない」

など、生活と営業の苦難が深まるなか１兆円もの大増税を招くインボイス制度の強

行は言語道断です。 

消費税の減税は世界の流れ 
 世界では１０３の国・地域が付加価値税（消費税）の減税に踏み出し、ベトナム

は７月からの減税実施を４月に決めました。 

 自民党の若手１０１人で構成する議員連盟や、立憲民主党議員６０人超が名を連

ねる「不公平な税制の抜本的是正により財源を捻出する会」が消費税減税とインボ

イス延期・廃止を求めています。 

 民商も加盟する消費税廃止各界連絡会は全国会議員要請を５月から開始します。

インボイス制度を考えるフリーランスの会は６月に国会前行動を計画し、呼びかけ

をしています。日本政府が消費税５％への減税を決断すれば、「複数税率に対応する

ため」というインボイス導入の理由もなくなります。 

学習会に、仲間と参加しよう！ 
４月以降も税務署や取引先からインボイ 

ス登録の勧奨が強まっています。安心して 

実効的な対策を打てるよう学習会を行いま 

す。ぜひ仲間の業者と誘い合って参加しま 

しょう。 

１０月の実施中止をあきらめず、宣伝・ 

署名・議会請願・議員要請を推進し、実施 

中止の道をこじ開けましょう。 

 

川越・東松山民商  民商だより 
 

編集後記 5/14 付の読売新聞に、免税品を購入した訪日客 

に対して、免税要件を満たしていないとして徴収決定した消費 

税約２２億円のうち、納税せずに出国する人が相次ぎ約２１億 

円が未徴収という記事が掲載されました。制度の不備を正さず、 

大増税に突き進もうとする政府にまた怒りがこみ上げます。 

 

民商公式ＬＩＮＥ 

 

 

 
インボイスの登録は、９月末で間に合います！ 


